
 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年11月５日

【四半期会計期間】 第133期第２四半期(自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日)

【会社名】 日本合成化学工業株式会社

【英訳名】 The Nippon Synthetic Chemical Industry Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　木　村　勝　美

【本店の所在の場所】 大阪市北区小松原町２番４号

【電話番号】 大阪06(7711)5408(経理部)

【事務連絡者氏名】 執行役員　経理部長　光　本　昌　夫

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝浦三丁目９番１号　東京支社

【電話番号】 東京03(6436)2800(総務部)

【事務連絡者氏名】 東京支社　総務部長　川　相　祥　夫

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

日本合成化学工業株式会社(E00817)

四半期報告書

 1/24



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第132期

第２四半期
連結累計期間

第133期
第２四半期
連結累計期間

第132期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 52,529 52,665 105,202

経常利益 (百万円) 6,547 7,133 11,296

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 4,189 5,333 6,648

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,155 5,255 9,097

純資産額 (百万円) 80,720 88,025 83,720

総資産額 (百万円) 140,119 142,013 142,110

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 43.01 54.75 68.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 57.6 62.0 58.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,120 13,709 9,552

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,802 △3,529 △14,618

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,353 △7,734 6,263

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 8,581 9,727 7,271
 

 

回次
第132期

第２四半期
連結会計期間

第133期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 19.91 25.96
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありませ

ん。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」の「２　報告セグメントの変更に関する事項」をご参照

ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日～９月30日）におけるわが国経済は、内需については、非製造業

の景況感がインバウンド消費の増加や個人消費の底堅さなどもあり改善傾向にあり、また大企業製造業を中心とす

る設備投資計画も堅調な企業収益を背景として老朽化更新に加え前向きな設備投資計画も増加見通しとなるなど、

緩やかな回復基調で推移しました。一方、外需については、中国をはじめとする新興国の景気減速により輸出が伸

び悩むなど、全体的な景況感はほぼ横ばい圏で推移しました。先行きについては、中国や新興国経済のさらなる減

速がわが国の内需に悪影響を与えることなどが懸念されます。

　当社グループは、2011年度よりスタートした中期経営計画「Double１５（ダブルフィフティーン）」（2011年

度～2015年度）に掲げた目標を達成するために、コア事業の積極的拡大、第三の柱構築の加速などに取り組んでま

いりました。中期経営計画の最終年度目標である連結営業利益200億円の達成は困難な状況にはなりましたが、引

き続き計画に基づいた投資や拡販を進めております。当期については、第１四半期より、市場ニーズ・新規市場を

的確につかみながら競争力の高い製品づくりを加速させるために前期に竣工した先端研究棟での研究活動を開始し

ております。また、2016年度第１四半期の稼働を目指し、熊本工場に水溶性ＰＶＯＨフィルム「ハイセロン」の新

設備および大垣工場に電子材料用粘着剤「コーポニール」の増強設備を建設中であります。

　今期の目標収益については、スペシャリティ製品の拡販等により達成を目指しております。当第２四半期の業績

は、光学関連の「ＯＰＬフィルム」について、定期修繕など生産面での制約もありましたが全系列が正常稼働とな

り、また、前期に高騰した欧州でのＥＶＯＨ樹脂「ソアノール」の原料価格についても落ち着きを取り戻したこと

などから、計画を若干上回る状況で推移しました。

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は前年同期に比べ1億36百万円増加し、526億65百万円

（前年同期比0.3％増）となりました。営業利益は前年同期に比べ5億5百万円増加し、69億70百万円（同7.8％増）

となりました。経常利益は、前年同期に比べ5億86百万円増加し、71億33百万円（同9.0％増）となりました。親会

社株主に帰属する四半期純利益は、特別利益に投資有価証券売却益を計上したこともあり前年同期に比べ11億44百

万円増加し、53億33百万円（同27.3％増）となりました。

 

報告セグメント

　当社は前期まで有機合成セグメントとして区分していた工業薬品およびファインケミカル製品の一部撤退を契機

として事業セグメントの見直しを行い、有機合成セグメントに含まれていた当社100％連結子会社の大成化薬株式会

社の他社転売品および関西化学工業株式会社分のみを「商社等」として区分し、従来の工業薬品およびファインケ

ミカル製品を合成樹脂に統合し、「化学品製造業」として開示することに変更いたしました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。　
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〔化学品製造業〕

ＰＶＯＨ樹脂「ゴーセノール」は、スペシャリティ分野は比較的堅調に推移しましたが、汎用品分野における中

国市場の減速などもあり、円安効果はあるものの売上高は前年同期に比べ若干減少しました。また、二次加工分野

の機能フィルムは、光学用途の「ＯＰＬフィルム」６系広幅設備も販売に寄与し始めましたが、熊本・大垣両工場

での定期修繕及び新製品開発のための試作を行ったことによる生産面での制約が大きく、売上高は前年同期並みに

留まりました。

ＥＶＯＨ樹脂「ソアノール」は、食品包装用途を中心に需要は堅調に推移し、米国子会社の円安による為替換算

差もあり、売上高は前年同期に比べ増加しました。粘・接着樹脂および機能性コーティング樹脂を中核とするスペ

シャリティポリマーは、電子材料分野を中心に「紫光」は堅調に推移しましたが、「コーポニール」は一部顧客で

の在庫調整などがあり販売量は微減となり、またエマルジョン製品も伸び悩み、売上高は前年同期に比べ若干の減

少となりました。酢酸および酢酸ビニルモノマー等を中心とする工業薬品は、酢酸エチル（輸入品）の販売撤退に

よる影響もあり、売上高は前年同期に比べ減少しました。ファインケミカル製品は、イミダゾール類の販売撤退の

影響もあり、売上高は前年同期に比べ減少しました。以上の結果、化学品製造業の売上高は441億55百万円（前年

同期比1.1%増）となりました。セグメント利益（営業利益）は、生産設備費や「ＯＰＬフィルム」６系広幅設備の

減価償却負担などの固定費増に加え在庫受払差などの減益要因はありましたが、原燃料価格低下メリットおよび海

外子会社での数量差利益増ならびに若干の円安効果などの増益要因が大きく、前年同期に比べ5億44百万円増加

し、67億58百万円（同8.8%増）となりました。

 

〔商社等〕

商社等の売上高は、前年同期に比べ３億７百万円減少し66億26百万円（前年同期比4.4%減）となりました。セグ

メント利益（営業利益）は、売買スプレッドの改善などもあり前年同期に比べ38百万円増加し1億32百万円（同

40.4%増）となりました。

 

報告セグメントの売上高は507億81百万円（前年同期比0.3%増）となり、セグメント利益（営業利益）は68億90

百万円（同9.2%増）となりました。

 

〔その他〕

設備工事、環境分析、物流サービス事業等を主体とするその他の売上高は18億84百万円（前年同期比1.4%減）と

なり、セグメント利益（営業利益）は前年同期に比べ57百万円減少し、70百万円（同44.9%減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は1,420億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ97百万円減少しまし

た。流動資産は600億63百万円となり、前連結会計年度末に比べ6億53百万円減少しました。主な要因は、現金及び

預金の増加（24億56百万円）、受取手形及び売掛金の減少（25億55百万円）、商品及び製品の減少（8億92百万

円）等であります。固定資産は819億50百万円となり、前連結会計年度末に比べ5億56百万円増加しました。主な要

因は、建設仮勘定の増加（24億60百万円）、投資その他の資産の減少（15億68百万円）等であります。　

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は539億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ44億2百万円減少しま

した。流動負債は415億28百万円となり、前連結会計年度末に比べ4億64百万円減少しました。主な要因は、短期借

入金の減少（28億1百万円）、支払手形及び買掛金の増加（12億19百万円）、未払法人税等の増加（11億89百万

円）等であります。固定負債は124億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ39億38百万円減少しました。主な

要因は、長期借入金の減少（39億94百万円）等であります。

 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は880億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ43億5百万円増加し

ました。主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益（53億33百万円）の計上による増加、その他有価証券評

価差額金の減少（5億32百万円）、配当金の支払（8億77百万円）による減少等によるものです。

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の58.9%から62.0%になりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より24億56百万円増加

し、97億27百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な内容は次

のとおりです。

 

〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉

税金等調整前四半期純利益77億77百万円、減価償却費38億38百万円、たな卸資産の減少3億26百万円、売上債権

の減少26億52百万円等の資金増加要因に対し、法人税等の支払額10億64百万円等の資金減少要因により、営業活動

によるキャッシュ・フローは137億9百万円の収入となりました。前年同期に比べ収入が85億89百万円増加しまし

た。

 

〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉

固定資産の取得による支出48億54百万円、投資有価証券の売却による収入18億78百万円等により、投資活動によ

るキャッシュ・フローは35億29百万円の支出となりました。前年同期に比べ支出が42億73百万円減少しました。　

 

〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉

配当金の支払8億77百万円、借入金の純減による支出67億88百万円等により、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは77億34百万円の支出となりました。前年同期は53億53百万円の収入でありました。　

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は20億29百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(7) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注および販売実績の著しい変動はありません。

 

(8) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。

 

(9) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、国内外経済の下振れリスク、原燃料価格の上昇、円高による外需収益の圧

迫など先行きの不透明感が懸念されます。

　当社グループとしては、これらの状況を踏まえ、スペシャリティ化の推進および適正な売買価格スプレッドの確

保やコスト削減の推進による収益力の強化を図ってまいります。

 

(10) 資金の流動性及び資本の財源

当社グループの事業資金については、自己資金および金融機関からの借入金により調達しております。当第２四

半期連結会計期間末における借入金残高は177億93百万円であり、このうち、運転資金としての短期借入金は105億

42百万円、設備資金としての長期借入金は72億51百万円（１年内返済予定の長期借入金55億56百万円を含む）であ

ります。借入金残高は前連結会計年度末に比べ、67億95百万円減少しました。
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(11) 経営者の問題意識と今後の方針について　

当社グループは、2025年のありたい姿を「当社グループの強みを活かしたスペシャリティ製品を提供すること

で、持続可能な社会に貢献するとともに、グローバル市場で存在感のある企業でありたい」と定め、この姿を達成

するための中期経営計画「Double１５」（2011年度～2015年度）に取り組んでいます。しかしながら2015年度に連

結売上高1,300億円、営業利益200億円、営業利益率15%以上の達成は困難な状況になりました。「Double１５」で

達成できなかった課題は2016年度にスタートする新中期経営計画に引き継ぎ、さらなる業績向上を目指します。

 

　「Double１５」での主な取り組みは以下の通りです。

 

＜中長期的な会社の経営戦略＞

①コア事業の積極的拡大

光学用途の「ＯＰＬフィルム」は、薄膜化などの品質確立を進めるとともに、生産系列の安定操業を継続し、液

晶ディスプレイ市場での拡販を図ります。食品包装用途のＥＶＯＨ樹脂「ソアノール」は、きめ細かな技術サービ

スにより拡販を図るとともに、米国新生産設備のコスト競争力を活かした事業展開を進めます。

 

②第三の柱構築の加速と新製品開発促進に向けた研究開発の強化

粘・接着樹脂および機能性コーティング樹脂を中核とするスペシャリティポリマーは、引き続き「コーポニー

ル」「紫光」の情報電子分野を中心とした国内外市場での拡販、粘着製品の欧米市場開発を進めます。世界初のア

モルファスビニルアルコール系樹脂「ニチゴーＧポリマー」は、水溶性不織布用途の拡販、食品包装材料やエネル

ギー関連分野の実需化を図ります。研究開発は、完成した先端研究棟を活用した研究開発のレベルアップおよび迅

速化を実現します。これにより、コア製品のさらなる品質向上、第三の柱構築のための製品展開の拡大、「環境」

や「エネルギー」をターゲットに次代を担う新製品・新用途の開発を促進します。

　

③競争力の強化

成長分野への積極的な投資、生産基盤強化のために効率的な維持的投資、事業の選択と集中、固定費削減等によ

るコスト競争力を強化します。

 

④海外展開の加速

グローバル市場への製品拡販を図るため、マーケティングやテクニカルサポートを強化します。また、アジア地

域での現地生産も視野に入れた事業展開を加速します。このためにグローバル人材の育成プログラムを継続実行し

ます。

 

⑤安全・環境・品質を担保するための取り組み

安全・安定生産を実現し、万全な品質保証体制を構築します。また、レスポンシブル・ケア（環境と安全に関す

る自主管理）活動を推進し、地球温暖化問題に取り組みます。廃棄物・化学物質排出量の最少化や省資源・省エネ

ルギー化を推進します。

 

＜会社の対処すべき課題＞

「Double１５」の基本方針を着実に実行することが経営の最重要課題と考えています。「Double１５」は2015年度

で終了しますが、当社グループが達成できなかった課題は次期中期経営計画に引継ぎ、その達成による業績向上を目

指します。これに加えて、環境負荷の低減、経営環境変化への迅速対応、グローバル人材の育成、コスト削減を図

り、今後の持続的な発展に取り組みます。

　当社グループは経営の透明化、法令遵守を基本とした内部統制システムを運用し、社会から信頼される企業を目指

します。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 154,944,000

計 154,944,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年11月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 98,369,186 98,369,186
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であります。

計 98,369,186 98,369,186 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年９月30日 ― 98,369 ― 17,989 ― 13,878
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(6) 【大株主の状況】

　平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱化学株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目１番１号 50,154 50.98

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 7,346 7.46

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE-
HCROO（常任代理人　香港上海
銀行）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT, UK（東京都中央区日本橋３丁目11番１
号）

2,200 2.23

ステート　ストリート　バン
ク　アンド　トラストカンパ
ニー（常任代理人　香港上海銀
行）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

2,084 2.11

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 1,158 1.17

ステート　ストリート　バン
ク　アンド　トラストカンパ
ニー　５０５２２３（常任代理
人　みずほ銀行）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.（東京都中央区月島４丁目16番13
号）

1,157 1.17

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,056 1.07

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４番２号 1,000 1.01

ザ　バンク　オブ　ニューヨー
ク　メロン　エスエー　エヌブ
イ　１０（常任代理人　三菱東
京ＵＦＪ銀行）

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000 BRUSSELS,
BELGIUM（東京都中央区丸の内２丁目７番１
号）

993 1.00

日本合成化学工業株式会社
（自己株式）

大阪市北区小松原町２番４号 970 0.98

計 ─── 68,120 69.24
 

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。

①　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 7,346千株

②　資産管理サービス信託銀行株式会社 1,056千株
 

２　所有株式数は千株未満を切捨てて表示しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 970,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

97,205,000
97,205 ─

単元未満株式 普通株式 194,186
 

― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 98,369,186 ― ―

総株主の議決権 ― 97,205 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式131株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本合成化学工業株式会社

大阪市北区小松原町２番４号 970,000 ― 970,000 0.9

計 ― 970,000 ― 970,000 0.9
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,312 9,768

  受取手形及び売掛金 27,375 24,820

  商品及び製品 17,396 16,504

  仕掛品 314 336

  原材料及び貯蔵品 5,364 5,871

  その他 2,964 2,768

  貸倒引当金 △9 △4

  流動資産合計 60,716 60,063

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 12,969 13,188

   機械装置及び運搬具（純額） 29,812 29,108

   土地 4,567 4,561

   建設仮勘定 23,327 25,787

   その他（純額） 2,403 2,580

   有形固定資産合計 73,078 75,224

  無形固定資産   

   のれん 55 18

   その他 352 367

   無形固定資産合計 407 385

  投資その他の資産   

   その他 8,057 6,393

   貸倒引当金 △148 △52

   投資その他の資産合計 7,909 6,341

  固定資産合計 81,394 81,950

 資産合計 142,110 142,013
 

 

EDINET提出書類

日本合成化学工業株式会社(E00817)

四半期報告書

11/24



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 14,827 16,046

  短期借入金 18,899 16,098

  未払法人税等 318 1,507

  賞与引当金 1,273 1,282

  役員賞与引当金 66 －

  修繕引当金 657 －

  その他 5,952 6,595

  流動負債合計 41,992 41,528

 固定負債   

  長期借入金 5,689 1,695

  退職給付に係る負債 5,314 5,320

  役員退職慰労引当金 108 104

  資産除去債務 1,369 1,432

  その他 3,918 3,909

  固定負債合計 16,398 12,460

 負債合計 58,390 53,988

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 17,989 17,989

  資本剰余金 13,879 13,879

  利益剰余金 45,446 49,902

  自己株式 △203 △204

  株主資本合計 77,111 81,566

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,487 955

  繰延ヘッジ損益 16 △12

  為替換算調整勘定 4,480 4,956

  退職給付に係る調整累計額 621 553

  その他の包括利益累計額合計 6,604 6,452

 非支配株主持分 5 7

 純資産合計 83,720 88,025

負債純資産合計 142,110 142,013
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 52,529 52,665

売上原価 38,129 37,640

売上総利益 14,400 15,025

販売費及び一般管理費 ※  7,935 ※  8,055

営業利益 6,465 6,970

営業外収益   

 受取利息 2 2

 受取配当金 48 52

 持分法による投資利益 － 42

 受取賃貸料 59 69

 為替差益 － 5

 その他 86 66

 営業外収益合計 195 236

営業外費用   

 支払利息 35 18

 為替差損 39 －

 貸与資産減価償却費 16 18

 貸与資産経費 15 27

 その他 8 10

 営業外費用合計 113 73

経常利益 6,547 7,133

特別利益   

 固定資産売却益 0 －

 投資有価証券売却益 － 1,027

 特別利益合計 0 1,027

特別損失   

 固定資産処分損 177 377

 減損損失 53 6

 その他 14 －

 特別損失合計 244 383

税金等調整前四半期純利益 6,303 7,777

法人税、住民税及び事業税 2,198 2,051

法人税等調整額 △147 319

法人税等合計 2,051 2,370

四半期純利益 4,252 5,407

非支配株主に帰属する四半期純利益 63 74

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,189 5,333
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 4,252 5,407

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 257 △531

 繰延ヘッジ損益 29 △28

 為替換算調整勘定 593 476

 退職給付に係る調整額 24 △68

 持分法適用会社に対する持分相当額 － △1

 その他の包括利益合計 903 △152

四半期包括利益 5,155 5,255

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 5,092 5,181

 非支配株主に係る四半期包括利益 63 74
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 6,303 7,777

 減価償却費 3,266 3,838

 のれん償却額 19 37

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 △101

 賞与引当金の増減額（△は減少） △45 8

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △5 △123

 為替差損益（△は益） △1 －

 受取利息及び受取配当金 △50 △54

 支払利息 35 18

 持分法による投資損益（△は益） － △42

 固定資産処分損益（△は益） 175 277

 投資有価証券売却損益（△は益） － △1,027

 売上債権の増減額（△は増加） △1,217 2,652

 たな卸資産の増減額（△は増加） 801 326

 仕入債務の増減額（△は減少） 337 307

 その他債権債務の増減額 417 1,396

 その他 263 △579

 小計 10,287 14,710

 利息及び配当金の受取額 50 84

 利息の支払額 △27 △21

 法人税等の支払額 △5,190 △1,064

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,120 13,709

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △7,696 △4,854

 固定資産の売却による収入 5 3

 投資有価証券の取得による支出 △0 △1

 投資有価証券の売却による収入 － 1,878

 貸付けによる支出 △5 －

 貸付金の回収による収入 2 －

 長期前払費用の取得による支出 △16 －

 その他 △92 △555

 投資活動によるキャッシュ・フロー △7,802 △3,529

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,441 △5,651

 長期借入れによる収入 4,600 －

 長期借入金の返済による支出 △1,696 △1,137

 自己株式の取得による支出 △1 △1

 配当金の支払額 △877 △877

 非支配株主への配当金の支払額 △96 △40

 その他 △19 △28

 財務活動によるキャッシュ・フロー 5,353 △7,734

現金及び現金同等物に係る換算差額 166 10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,837 2,456

現金及び現金同等物の期首残高 5,744 7,271

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,581 ※  9,727
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。
 

 

(会計方針の変更等)

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日)

　(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業

結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結

会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及

び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前

第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っております。

　当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュー・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わな

い子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」

の区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社

株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャシュ・フ

ロー」の区分に記載する方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計

期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。　
 

 

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日)

原価差異の繰延処理

一部の連結子会社において、操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算

期間末までに解消が見込まれるため、当該原価差異を繰延べております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　　保証債務（保証予約含む）

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

従業員住宅購入資金 355百万円 337百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

運賃及び保管料 1,465百万円 1,455百万円

給与及び手当 1,718百万円 1,815百万円

貸倒引当金繰入額 △13百万円 △16百万円

賞与引当金繰入額 388百万円 358百万円

退職給付費用 90百万円 66百万円

役員退職慰労引当金繰入額 10百万円 12百万円

研究開発費 1,625百万円 1,878百万円

のれん償却額 19百万円 37百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

　現金及び預金 8,622百万円 9,768百万円

　預入期間が３カ月を超える
　定期預金

△42百万円 △42百万円

　その他 1百万円 1百万円

　現金及び現金同等物 8,581百万円 9,727百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月19日
定時株主総会

普通株式 877 9 平成26年３月31日 平成26年６月20日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月29日
取締役会

普通株式 877 9 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 877 9 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月29日
取締役会

普通株式 974 10 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

化学品
製造業

商社等 計

売上高        

　外部顧客への売上高 43,686 6,933 50,619 1,910 52,529 ― 52,529

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

635 1,462 2,097 1,890 3,987 △3,987 ―

計 44,321 8,395 52,716 3,800 56,516 △3,987 52,529

セグメント利益 6,214 94 6,308 127 6,435 30 6,465
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備工事、保守、環境分析および

物流サービス事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額30百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　「化学品製造業」セグメントにおいて、操業の停止を決定した設備等について、当該資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において、53百万円であります。

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

化学品
製造業

商社等 計

売上高        

　外部顧客への売上高 44,155 6,626 50,781 1,884 52,665 － 52,665

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

587 1,351 1,938 1,431 3,369 △3,369 －

計 44,742 7,977 52,719 3,315 56,034 △3,369 52,665

セグメント利益 6,758 132 6,890 70 6,960 10 6,970
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備工事、保守、環境分析および

物流サービス事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額10百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントの変更に関する事項

当社は有機合成セグメントにおける工業薬品およびファインケミカル製品の一部撤退を契機に事業セグメントの

見直しを行い、前連結会計年度まで有機合成セグメントに含まれていた当社100%連結子会社の大成化薬株式会社が

扱う他社転売品および関西化学工業株式会社のみを「商社等」として記載し、工業薬品およびファインケミカル製

品を合成樹脂に統合し、「化学品製造業」に変更することと致しました。これに伴い、第１四半期連結会計期間よ

り、報告セグメントを従来の「合成樹脂」「有機合成」から、「化学品製造業」「商社等」に変更しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載し

ております。

 

 

　３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　重要な減損損失はありません。

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

前連結会計年度に比べて著しい変動はありません。

 

(有価証券関係)

企業集団の事業の運営において重要ではないため、記載しておりません。

 
(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計を適用しており、開示の対象から除いております。

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益 43.01 54円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

4,189 5,333

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

4,189 5,333

普通株式の期中平均株式数(千株) 97,401 97,399
 

(注)　潜在株式調整後の１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

第133期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当については、平成27年10月29日開催の取締役会

において、平成27年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。

①　配当金の総額 974百万円

②　１株当たりの金額 10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成27年10月28日

日本合成化学工業株式会社

取締役会　御中

  新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　増　　田　　明　　彦　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　入　　山　　友　　作　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本合成化学工

業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１

日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本合成化学工業株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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